
沼 情 審 第 ３ 号  

平成17年７月１日  

 

 沼津市長  斎 藤  衛  様 

 

沼津市情報公開審査会  

会長 三 橋 良士明  

 

沼津市情報公開条例13条の規定に基づく平成16年７月29日付け沼都再第20

号の５による下記の諮問について、以下のとおり答申します。 

 

記 

 
 「出店誘致に係る企業との交渉記録」の部分開示決定処分に対する不服申立

てについて［平成16年度諮問第３号］ 

 

 

１ 審査会の結論 

 沼津市長が行った沼津市情報公開条例（以下「条例」という。）10条１項

に規定する第三者から不服申立てがされている「出店誘致に係る不服申立人

との交渉記録」を部分開示とした決定は、妥当である。 

 

２ 不服申立て及び審査の経緯 

⑴ 平成16年６月９日、条例４条の規定により、沼津市長（以下「実施機関」

という。）に対して、「2003年１月31日西武百貨店の出店辞退後、市当局

がその他の百貨店に出店誘致した企業名と交渉経過の記録」に関する公文

書の開示請求があった。 

⑵ 実施機関は、この開示請求の対象となる公文書として、出店誘致した企

業（３社）との交渉記録（以下「本件公文書」という。）を特定したうえ

で、本件公文書には第三者に関する情報が含まれているため、６月18日、

条例10条１項の規定により、出店誘致した３社に対して第三者意見書の提

出を求めるとともに、開示請求者に対して開示決定等の期間延長を通知し

た。 

⑶ 第三者意見書の提出を求められた３社のうち、１社は、「開示しても差

し支えない」との意見（平成16年６月25日付け意見書）であったが、２社

からは「開示に反対する」旨の意見書（平成16年６月23日付け）及び意見
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（７月５日の電話による意見であったがその後７月19日付け第三者意見書

として提出された）が実施機関に提出された。 

⑷ 平成16年７月６日、実施機関は、本件公文書の部分開示決定（以下「本

件処分」という。）を行い、開示請求者に通知するとともに、第三者意見

書の提出のあった３社に対して、７月８日付けで本件公文書の部分開示を

決定した旨を通知した。 

⑸ 平成16年７月20日、開示に反対する旨の意見書を提出した１社から、本

件処分を不服として、実施機関に対して不服申立てがされた。不服申立人

（以下「申立人」という。）は、本件処分のうち、申立人との交渉記録を

部分開示とした処分（以下「本件部分開示処分」という。）を取消し、不

開示とするとの決定を求めるとともに、本件部分開示処分の執行停止の申

立てを行った。そこで、実施機関は、本件部分開示処分の執行停止を決定

し、開示請求者及び申立人に対して、７月21日付けで、本件不服申立てに

係る決定に至るまで本件部分開示処分の効力を停止する旨を通知し、本件

は、同月29日付けで実施機関より条例13条の規定に基づき当審査会に諮問

されるところとなった。 

⑹ 当審査会の審査においては、実施機関側が平成16年８月18日に理由説明

書を提出し、これに対して申立人は10月16日に意見書を提出した。その後、

平成17年１月17日に当審査会は実施機関に対する意見聴取を実施した。ま

た、当審査会は、２月９日付けの文書（沼情審第45号）により、申立人に

対して口頭意見陳述への出席等の依頼を行ったが、申立人からは、２月28

日付け文書により口頭意見陳述を行わないことの意思表示及び当審査会の

質問事項に関する見解が示された。それに対して、実施機関からは、３月

31日付け文書により実施機関側の見解が示された。 

 

３ 不服申立人の主張の要旨 

申立人の主張する不服申立ての理由は、不服申立書、意見書等によれば、

おおむね以下のとおりである。 

⑴ 申立人と沼津市との間で行われた出店誘致に係る交渉記録（以下「本件

交渉記録」という。）は、「沼津市担当者が市庁内での報告用に作成した

回覧メモと理解しており」、開示請求の対象となる公文書に該当しない。 

⑵ 「開示文書に該当するというのであれば、将来開示される可能性がある

ことについて」、沼津市担当者は事前説明をすべきであった。事前説明が

あれば、「相互に確認を行った正式な議事録として作成することも可能で

あった。」 

⑶ 沼津市との交渉においては、「相互信頼のもと、社内の様々な情報を率
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直に伝えてきた」ところがあり、本件交渉記録には当社の機密事項に関わ

る内容が含まれている。このような交渉記録が、たとえ部分であれ開示さ

れると、当社にとって、「想定外の不利益を受けることが予測される。」 

⑷ 出店に関する情報については、正式決定に至った段階で決定した情報の

み公表するというのが一般的である。交渉の一方の担当者が、協議におい

てメモした会話形式のこうした文書が公表されることは、商慣習としても、

また一般的にもありえないことである。 

⑸ 本件交渉記録は、条例５条２号にいう、「公にしないとの条件で任意に

提供されたものであって、法人等又は個人における通例として公にしない

こととされているもの」に該当する。 

 

４ 実施機関の主張の要旨 

実施機関の説明及び主張は、本件処分決定通知書、部分開示理由説明書及

び審査会による実施機関意見聴取によれば、おおむね以下のとおりである。 

⑴ 不服申立ての対象となっている公文書は、大手町地区第一種市街地再開

発事業のキーテナント候補として、不服申立人との間で行われた交渉内容

を記録したものである。また、本件交渉記録は、「事務処理上必要な議事

録として作成したもの」であり、議事録作成について、「公にしないとの

約束も行わなかった」ものである。 

⑵ 条例５条では、「実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係

る公文書に次の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」という。）のいず

れかが記録されている場合を除き、開示請求者に対し、当該公文書を開示

しなければならない」と規定している。また、条例６条では、開示請求に

係る公文書の一部に不開示情報が記録されている場合において、不開示情

報が記録されている部分を容易に区分して除くことができるときは、開示

請求者に対し、当該部分を除いた部分につき開示しなければならないと定

めている。このことから実施機関では、下記の⑶に記載する不開示情報と

判断した部分を除き部分開示としたものである。 

⑶ 実施機関として不開示とした部分は、①相手方担当者の個人情報に係る

部分（条例５条１号に該当）、②公にすることで、企業の今後の事業展開

に不利益となる部分（条例５条２号又は４号に該当）、③賃料、敷金（条

例５条３号又は４号に該当）、④他企業の売上高に関する情報（条例５条

２号に該当）である。 

⑷ 本件交渉記録は、文書そのものが企業の機密事項に関する情報には当た

らず、文書中に不開示情報があるものの、その部分を容易に区分して除く

ことができることから、部分開示にすることが適当であると判断したもの
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である。 

⑸ 「しかしながら、交渉記録が開示されることに対し、企業側の論理と行

政側との見解の相違が生じており、このことにより、今まで築きあげてき

た沼津市との信頼関係が著しく損なわれるものであると考える。」 

 

５ 審査会の判断 

  当審査会は、申立人と実施機関との間における本件の争点に関し、以下の

とおり判断する。 

⑴ 不服申立ての対象文書の公文書該当性について 

本件交渉記録は、大手町地区第一種市街地再開発事業に係わる出店誘

致について沼津市と申立人との間で行われた交渉を記録した文書であっ

て、沼津市側が作成したものである。 

   申立人は、「本件交渉記録は、沼津市担当者が市庁内での報告用に作成

した回覧メモ」であり、「第三者への開示対象の文書には該当しない」と

主張する。 

当審査会の調査によれば、本件交渉記録は、沼津市と申立人と間で行わ

れた交渉・打合わせ（平成15年２月から11月まで９回にわたる）の内容を

沼津市職員が記録したものである。それらの各文書の欄外には、「再開発

課（回覧）」の押印欄があることから、本件交渉記録は、沼津市文書管理

規程（昭和42年訓令甲第２号）に則り、沼津市職員が作成した庁内回覧用

文書であると言える。したがって本件交渉記録は、沼津市職員が、「職務

上作成し」、「当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして」、「当

該実施機関が保有している」ものであることから、条例２条１号にいう「公

文書」に該当する。 

以上のことから、当審査会は、本件不服申立ての対象となっている本件

交渉記録は条例３条に基づく開示請求の対象となる公文書に該当するも

のと判断する。 

⑵ 本件交渉記録の不開示情報該当性について 

   申立人は、本件交渉記録には、申立人会社の機密事項に関わる内容が含

まれていること、また、出店に関する情報については、正式決定に至った

段階で決定した情報のみを公表することが通例であり、交渉の一方の担当

者が記録したものを公表することは商慣習としても、また一般的にもあり

えないことであることから、本件交渉記録は、条例５条２号にいう不開示

情報に該当し、全部不開示とすべきであると主張する。 

他方、実施機関は、本件交渉記録そのものが企業の機密事項に関する情

報には当たらず、文書中に不開示情報があるものの、その部分を容易に区
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分して除くことができることから、部分開示にすることが適当であると判

断したものであり、部分開示決定により開示した部分に不開示情報は含ま

れていないことを主張する。 

当審査会としては、本件交渉記録が条例２条１号にいう「公文書」に該

当することから、実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る

公文書に条例５条各号に掲げる情報のいずれかが記録されている場合を

除き、開示請求者に対し、当該公文書を開示しなければならないと判断す

る。申立人の主張は、本件交渉記録が条例５条２号に規定する不開示情報

に該当するとの主張であるが、条例５条２号に規定する不開示情報には、

「公にすることにより、当該法人等又は当該個人の正当な利益を害するお

それがあるもの」と「公にしないとの条件で任意に提供されたものであっ

て、法人等又は個人における通例として公にしないこととされているも

の」（以下「任意提供情報」という。）のふたつのタイプがある。そこで

当審査会は、条例５条２号に規定する不開示情報のふたつのタイプを区別

して、本件交渉記録の不開示情報該当性について検討した。 

① 本件交渉記録の内容と「公にすることにより、当該法人等又は当該個

人の正当な利益を害するおそれがあるもの」（条例５条２号）への該当

性について 

    当審査会の調査によれば、本件交渉記録は、沼津市と申立人との間で

行われた交渉・打合わせの内容を沼津市職員が記録したものであり、

そこには、交渉・打合わせの出席者である沼津市側と申立人側の発言

内容が記録されている。本件交渉記録のうち、少なくとも申立人側の

発言記録は当該法人の出店戦略、経営戦略に係わる情報であり、また当

該法人の営業、販売、運営等に関する情報でもあることから、条例５条

２号にいう「法人に関する情報」に該当すると、当審査会は判断する。 

    申立人は、本件交渉記録には、「当社の機密事項に関わる内容」が含

まれており、このような交渉記録が、たとえ部分であれ開示されるこ

とにより、「当社にとって、想定外の不利益を受けることが予測され

る」として、本件交渉記録の不開示情報該当性を主張するが、当審査

会は、条例５条２号にいう「正当な利益を害するおそれ」の判断に当

たっては、単なる確率的な可能性ではなく，法的保護に値する蓋然性

が求められると解するところ、申立人の主張においては、当該交渉記

録情報を開示することにより生ずる不利益の内容につき具体性と客観

性がないことから、当審査会は、本件交渉記録の部分開示決定による

開示部分には、条例５条２号に規定する不開示情報に該当するに足り

る程の「正当な利益を害するおそれ」があるとはいえないと判断する。 
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② 本件交渉記録の任意提供情報（条例５条２号）該当性について 

    申立人は、沼津市との出店交渉においては、「相互信頼のもと、社内

の様々な情報を率直に伝えてきた」のであって、一般に、出店に関する

情報については、正式決定に至った段階で決定した情報のみを公表する

ことが通例であり、交渉の一方の担当者が記録したものを公表すること

は商慣習としても、また一般的にもありえないことであることから、本

件交渉記録は、条例５条２号にいう、「公にしないとの条件で任意に提

供されたものであって、法人等又は個人における通例として公にしな

いこととされているもの」に該当すると主張する。 

    当審査会は、任意提供情報に関する条例５条２号の規定は、法人等か

ら公にしないとの条件の下に任意に提供された情報について、当該条

件が合理的なものと認められる限り、不開示情報として保護しようと

するものであり、情報提供者の信頼と期待を保護しようとする趣旨の

規定であると解して、本件交渉記録が不開示情報たる任意提供情報に

該当するか否かについて審査した。 

申立人が主張するように、一般に、交渉目的を達成するためには交渉

当事者の相互信頼と率直な意見交換の場を確保することが必要不可欠

であり、本件のような出店交渉において、交渉当事者の一方がその交渉

過程のやりとりを一方的に公表することは、交渉目的の達成を困難にす

るおそれがあり、交渉当事者の合意のもとで交渉過程に関する情報の外

部提供がなされることが通例である。当審査会の調査したところにおい

ても、交渉当事者である沼津市側が、その交渉過程のやりとりを一方的

に公表した事実はない。 

しかし、本件において問われていることは、そのような交渉過程及

び交渉記録の公表の問題ではなく、情報公開条例に基づく開示請求に

対する実施機関としての対応であり、その場合、実施機関たる沼津市

長は、当然のこととして、市民の知る権利を尊重する観点から、条例

の定めるところに従って対応すべきこととなる。 

本件交渉記録が条例の定める不開示情報たる任意提供情報に該当す

るためには、条例５条２号に規定する「公にしないとの条件」の設定

がなければならない。「公にしないとの条件」とは、情報の提供を受

けた実施機関が第三者に対して当該情報を提供しないとの条件を意味

し、そのような条件の設定は、情報の提供を受ける立場の実施機関側

と情報を提供する立場の法人側との双方の合意により両当事者を拘束

する約束ごととして成立するものである。当審査会は、条件を設ける

方法として、口頭又は文書による明示的な場合のほか、黙示的な場合
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もありうると解するが、後者の場合においても、黙示的ではあれ、当

事者において、その旨の意思と合意が存在しなければならない。 

当審査会の調査によれば、少なくとも実施機関である沼津市側には、

本件交渉過程及び本件交渉記録について、条例５条２号に規定する「公

にしないとの条件」を設定するという明示的言動はもとより、その意

思もなかったことから、黙示的であれ合意が成立する前提条件に欠け

るところがあり、本件交渉記録は、条例５条２号に規定する不開示情

報たる「任意提供情報」に該当しないものと、当審査会は判断する。 

⑶ 以上のとおり、当審査会は、本件交渉記録の部分開示による開示情報部

分は、条例５条２号に規定する不開示情報に該当しないと判断する。よっ

て、実施機関の行った「出店誘致に係る不服申立人との交渉記録」の部分

開示決定は、妥当である。 

 

６ 審査会の処理経過 

 

平成 16 年 ７月 29 日  諮問審査書の受理 

平成 16 年 ８月 18 日  実施機関からの理由説明書の受理 

平成 16 年 10 月 18 日  不服申立人からの意見書の受理 

平成 16 年 11 月 ８日  諮問の審査（第１回審査） 

平成 16 年 12 月 ６日  諮問の審査（第２回審査） 

平成 17 年 １月 17 日  実施機関の意見聴取（第３回審査） 

平成 17 年 ２月 ７日  諮問の審査（第４回審査） 

平成 17 年 ３月 14 日  諮問の審査（第５回審査） 

平成 17 年 ４月 15 日  諮問の審査、実施機関の意見聴取（第６回審査） 
平成 17 年 ５月 13 日  諮問の審査（第７回審査） 
平成 17 年 ６月 14 日  諮問の審査及び答申の確定（第８回審査） 

 

 

 

        沼津市情報公開審査会  三 橋 良士明（会長） 

                    細 沼 早希子（会長職務代理者） 

                    坂 部 利 夫（委員） 

                    伊 藤 孝 彦（委員） 

                    栁 谷 淳 子（委員） 
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